
 

 

 

 

 

 

 

 

第 16 回民間資金等活用事業推進委員会 
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第 1 6 回 民 間 資 金 等 活 用 事 業 推 進 委 員 会 議 事 次 第  

 

日  時：平成 20 年１月 23 日（水）10:00 ～11:32                            

場  所：中央合同庁舎４号館２階共用第３特別会議室 

 

 

議 事  

  （１）委員長互選等 

  （２）ＰＦＩの現況等について 

（３）ＰＦＩ推進委員会報告－真の意味の官民パートナーシップ（官民連携）実現 

に向けて－について 

  （４）今後の審議の進め方について 

（５）その他 

 

 

出席者 

【委員】 

渡委員長、碓井委員、髙橋委員、野田委員、前田委員、宮本委員 

 

【事務局】 

木村副大臣、赤井民間資金等活用事業推進室長、町田参事官、後藤参事官補佐 
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○赤井ＰＦＩ推進室長 今日は足元の悪い中、お忙しい中、お集まりいただきまして、

誠にありがとうございます。 

 ただいまから、第 16 回「民間資金等活用事業推進委員会」を開催いたします。 

 本委員会の事務局である内閣府民間資金等活用事業推進室の室長をしております、赤

井でございます。よろしくお願いいたします。 

 本日は委員改選後、最初の会合でございますので、委員長の選出までの間、議事の進

行を務めさせていただきます。 

 本日は９名のうち６名の委員に御出席いただいております。定足数の過半数を超えて

おりますので、委員会が適法に成立しておりますことを御報告申し上げます。 

 それでは、まず委員の皆様の御紹介をさせていただきたいと存じます。委員の皆様に

おかれましては、平成 19 年 11 月 28 日付にて任命手続を了したところでございます。今

般の委員改選によりまして、２名の方に新たに御就任いただいております。 

 それでは、五十音順で御紹介させていただきます。 

 碓井光明委員でございます。 

 高橋良和委員でございます。 

 野田由美子委員でございます。 

 前田博委員でございます。 

 宮本和明委員でございます。 

 渡文明委員でございます。 

 このほか、本日は所用により御欠席でございますが、重川希志依委員、浜矩子委員、

山内弘隆委員に御就任いただいております。 

 続きまして、本委員会の委員長の選任をお願いするわけでございますが、民間資金等

活用事業推進委員会令第２条第１項によりますと、委員の皆様方の互選によりお決めい

ただくこととされております。どなたか御提案がございましたら、お願いをいたします。 

○Ａ委員 企業人として各方面で広く御活躍の渡委員が適任と存じます。いかがでしょ

うか。 

○赤井ＰＦＩ推進室長 ただいま、Ａ委員から渡委員に委員長に御就任していただいて

はどうかとの御提案がございましたが、いかがでございましょうか。 

（「異議なし」と声あり） 

○赤井ＰＦＩ推進室長 御了承いただきました。 

 それでは、互選により渡委員を委員長に選出いただきましたので、渡委員は委員長席

にお移りいただきたいと思います。 

（渡委員長、委員長席に移動） 

○赤井ＰＦＩ推進室長 それでは、渡委員長より御就任のごあいさつをいただければと

存じます。 

○渡委員長 ただいま皆様方から御推挙をいただきまして、本委員会の委員長を拝命い
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たしました、渡でございます。 

 私は、新日本石油株式会社の会長と石油連盟の会長、および経団連の副会長をしてお

ります。どうぞよろしくお願い申し上げます。 

 公共施設等の設備運営に民間部門の資金や運営ノウハウを活用するＰＦＩは、平成 11

年９月のＰＦＩ法施行以来、全国各地において多くの分野で低廉かつ良質な公共サービ

スを提供するために活用されている、あるいは活用されてきたと理解しております。 

 戦後の高度経済成長と若年者が多いピラミッド型の人口構成を前提に構築されてきた

日本の行財政システムは、経済の成熟化と少子高齢化を背景に、持続可能で効率的なシ

ステムへと変革していくことが求められており、ＰＦＩはまさに公共施設等の整備・運

営の分野におきまして、変革の起爆剤となる大変有力な政策手段であります。 

 本委員会は、ＰＦＩに係るさまざまな関係者が法の施行以来８年の間に蓄積してきた

知見や経験を踏まえつつ、民間部門のイニシアティブの発揮を通じて、更なるＰＦＩの

活用が進められるよう精力的に活動していくことが期待されていると承知しておりま

す。 

 委員の皆様方をはじめ、各界各層の皆様方から大いに御支援、御協力を賜りまして、

こうした使命を全うしていきたいと考えております。 

 そのためにも、円滑な議事の運営が何よりも必要でございますので、委員の皆様方の

御協力をお願いいたしまして、簡単ではございますけれども、私の就任のあいさつとさ

せていただきます。どうぞよろしくお願い申し上げます。ありがとうございました。 

○赤井ＰＦＩ推進室長 ありがとうございました。 

 それでは、これからの議事進行につきましては、渡委員長より進めていただきたいと

存じますので、よろしくお願いいたします。 

○渡委員長 それでは、議事を進行させていただきます。 

 本日は、木村副大臣がお見えでございますので、副大臣からごあいさつを賜りたく、

よろしくお願いいたします。 

○木村副大臣 皆さん、おはようございます。木村勉でございます。一言ごあいさつを

申し上げます。 

 まず、各界で御活躍の皆様方が、この委員の任務をお引き受けいただきまして、心か

ら厚く御礼申し上げる次第でございます。ありがとうございます。 

 現在、日本経済は 2002 年初以降、息の長い景気回復を続けております。改革と安定し

た経済成長のための取組みを車の両輪として、ともに進めているところでございます。 

 民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用して、効率的、効果的に社会資本整備を

行うＰＦＩ事業を推進することは、歳出・歳入一体改革の観点からも時宜にかない適切

なものであると考えております。 

 ＰＦＩ事業については、昨年末段階で、国、地方を合わせてＰＦＩの実施方針が公表

された事業は 295 件にまで増加しており、そのうち半分以上の 165 件が事業の運営段階
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に移行しております。また、病院、刑務所など運営の比重の高いＰＦＩ事業も増加して

おり、これらに伴い、事業の運営段階に関わる新たな課題が出現しているところでござ

います。 

 つきましては、当委員会において昨年 11 月におとりまとめいただきました「ＰＦＩ推

進委員会報告－真の意味の官民パートナーシップ（官民連携）実現に向けて－」を踏ま

えて、今後の我が国のＰＦＩ推進に当たっての課題への対応について御議論をいただく

とともに、今後の我が国ＰＦＩの進むべき方向性についても御審議をお願いしたいと考

えておりますので、委員の皆様方にはよろしくお願いを申し上げます。 

 また、11 日に総務省ＰＦＩ事業に関する政策評価の結果がとりまとめられました。内

閣府に対し改善の勧告がなされました。これを受けまして、担当の大田大臣からは、今

後ともＰＦＩ事業が効果的に推進されるよう、関係省庁と連携を図りながら、諸施策の

一層の充実を図る旨発言がありました。ＰＦＩ推進委員会においても、本評価結果も踏

まえて御検討いただきたい旨大臣より承っておりますので、私の方からも御検討をお願

いをする次第でございます。 

 今後、密度の高い調査審議をお願いすることとなりますが、ＰＦＩの推進により、新

たな官と民とのパートナーシップを確立していただくためにも、皆様方の御尽力を切に

お願いいたしまして、私のあいさつといたします。 

 どうもよろしくお願いします。 

○渡委員長 ありがとうございました。木村副大臣は所用によりまして、ここで御退席

をされます。 

（木村副大臣退室） 

○渡委員長 それでは、議事を続けさせていただきます。 

 まず議事を進行するに当たりまして、本委員会の議事の公開につきまして、確認させ

ていただきます。会議は原則非公開とさせていただきますが、議事内容につきましては、

民間資金等活用事業推進委員会議事規則第５条の規定によりまして、議事概要及び議事

録を発言者名なしで公表させていただきますので、よろしくお願いいたします。 

 次に委員長代理の指名についてでございます。民間資金等活用事業推進委員会令第２

条第３項の規定により、委員長が委員長代理をあらかじめ指名することと定められてお

りますので、私から指名させていただきます。 

 委員長代理は、本日は欠席されておりますけれども、山内委員にお願いしたいと思い

ます。よろしくお願い申し上げます。 

 続きまして、部会に属する委員の指名についてであります。民間資金等活用事業推進

委員会令第４条第１項の規定によりますと、部会に属すべき委員及び専門委員は委員長

が指名することとされております。ただいま事務局から部会に所属する委員の名簿を配

付させます。  

部会には、今お配りしました名簿に記載しております委員の方に御参加いただきたい
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と存じます。よろしくお願いします。 

 続きまして、部会長の指名についてでございます。民間資金等活用事業推進委員会令

第４条第２項に基づきまして、部会長は委員長が指名することとされております。本日

はいらっしゃいませんが、部会長は山内委員にお願いすることにいたしました。よろし

くお願いいたします。 

 それでは、本日は新しいメンバーによる初めての会合でございますので、事務局から

ＰＦＩの現状および先の委員会でとりまとめられました委員会報告について、資料２～

５の説明をお願いいたします。よろしくお願いします。 

○事務局 資料２～５に従いまして、簡潔に御説明をさせていただきます。以下、座ら

せていただきます。 

 今日の説明の内容は、まずＰＦＩの現況ということと、先ほど副大臣の方からお話が

ございました推進委員会の報告、そして、総務省のＰＦＩ事業に関する政策評価といっ

たことでございます。 

 それでは、まず資料２に従って、簡単に現況について御説明をしたいと存じます。資

料２をごらんください。 

 まず１枚めくっていただきますと、先ほど副大臣の方からもお話がございましたが、

昨年末現在で全体で 295 の事業が事業実施方針を公表済みということでございます。そ

のうち過半数の 165 が運営段階に既に入っておるということでございます。 

 ３ページでございます。地域的に見ますと、ほぼ全国でＰＦＩ事業は着実に推進され

ているわけでございますが、６県ほどＰＦＩ未着手の県があるということでございます。

北から青森県、群馬県、奈良県、和歌山県、鳥取県、宮崎県といったところでございま

す。 

 ４ページでございます。事業件数と事業費の推移を示しております。事業費ベースで

いきますと、現在２兆 4,914 億円でございます。これは公共施設の管理者等が拠出されて

いる金額の見込み額ということでございますので、いわゆる独立採算型の事業費は含ま

れておりません。したがいまして、トータルの事業費は更にこれよりも大きい数字と見

込まれるわけでございます。 

 ５ページは「運営段階に移行するＰＦＩ事業の増加」でございます。大体見ていただ

きますと、各年度の第一四半期に供用開始をしているものが多いということでございま

す。 

 ６ページでございます。これまで８年間の導入実績ということで、バリューフォーマ

ネーでどれくらいの実績が出ているかということでございます。大体これで通常の公共

事業として実施した場合に比較をいたしまして、5,738 億円のバリューフォーマネーが出

ておるということでございます。私どももいささかなりとも財政再建に寄与しているの

ではないかと考えている次第でございます。 

 ７ページ「事業者選定方式について」でございます。基本的には総合評価一般競争入
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札が全体の７割ということでございます。これは国と公共団体で見ますと、国につきま

してはＷＴＯの政府調達協定の適用がほぼすべての事業であるということから、総合評

価一般競争入札が 93％ということでございます。 

 地方公共団体につきましては、国とその随契についての地方自治法の解釈が会計法と

若干異なるといった事情もございまして、いわゆる法的には随意契約であるところの公

募型プロポーザルが全体の 61％を占めているところでございます。ちなみにＰＦＩにつ

きましては、総合評価で行っていないもの、価格だけで勝負をさせているものは、私ど

もが把握している限りでは１件もございません。 

 ８ページ「管理者別等事業数」でございます。こちらにつきましては、国は 14％でご

ざいますけれども、地方公共団体が全体の 75％を占めているということで、ＰＦＩのメ

インのプレーヤーというのは地方公共団体であるということが明らかになっておりま

す。 

 事業費の回収方法でございます。こちらは第一類型、いわゆるサービス購入型という

ものが全体の 65％を占めているところでございます。 

 10 ページ「施設の所有形態による類型別事業数」でございます。いわゆる建設が終わ

った段階で所有を公共に移すＢＴＯ方式と、事業が終わるまで所有権を民間が保有する、

民間がリスクを保有するＢＯＴ方式。代表的にはこの２つがございます。英国等ではこ

のＢＯＴ方式が一般でございますが、我が国の場合は、建設が終了した段階で所有権が

公共に移るＢＴＯ方式がほぼ７割を占めているということでございます。 

 11 ページ「事業期間別事業数」でございます。大きな山が 17 年目と 22 年目にござい

ます。大体、庁舎であるとか宿舎であるとか、建設プラス維持管理といったような、ど

ちらかというと単純なＰＦＩ事業につきましては 17 年くらいの事業期間のものが多く、

先ほど副大臣の方からもお話がございました運営段階に比重のあるようなもの。例えば

刑務所であるとか病院であるとか、こういったものについては事業期間が長期に及ぶ傾

向があるようであります。 

 12 ページ「事業費の分布」でございます。これは大変わかりにくいグラフで恐縮でご

ざいますけれども、大体その 50 億円未満の事業が全体のほぼ半数を占めております。し

たがいまして、我が国のＰＦＩ事業につきましては、数で見ますと、どちらかというと

規模の小さいものが多いということになりますが、最近は例えば隣に建っております７

号館の事業は大体 900 億ちょっとでございますし、先ほどお話しいたしました美祢の刑

務所事業は 500 億弱、羽田につきましては 1,000 億強、多摩の病院事業につきましては数

千億ということで、1,000 億超の事業がかなり出現をしてまいっているところでございま

す。 

 次に、先ほど副大臣の方からもございました新しい１つの方向ということで、運営重

視型ＰＦＩ事業の１つとして、刑務所の例を御紹介を申し上げます。美祢の社会復帰促

進センターということで、昨年５月 13 日に開設をされた、いわゆるＰＦＩ刑務所事業で
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ございます。 

 これは２つ大きな特色がございまして、１つは美祢市が法務省さんにいろいろとお願

いをして、地域の発展・向上という観点から、美祢市に誘致をしたということでござい

ます。そういったことでここに幾つか書いてございますけれども、地域の振興というこ

とで地元からいろいろと生活関連物資を購入をしたり、婦人科診療の病院を併設をした

りといったようなことをしているということでございます。 

 もう一つは、本来通常の法律の枠組みでございますと、なかなか民間に委託のできな

いような業務がございます。こういった業務につきまして、いわゆる構造改革特区とい

うものを併せて、ここで書いてございますように、施設の警備であるとか職業訓練であ

るとか収容監視であるとか、こういった業務についてもＰＦＩ事業者に委託が可能にす

るようにいたしました。その結果として、約 8.5％のＶＦＭが実現をしているところでご

ざいます。 

 平成 18 年 11 月 22 日付の関係省庁連絡会議幹事会申合せについて、若干御説明をさせ

ていただきます。先ほどお話をいたしましたとおり、病院であるとか刑務所といったも

のは非常に運営の比重が高く、なかなか発注者だけの能力で具体的にどういう形で事業

を進めていくべきかという要求水準書を作成することが難しい事情がございます。 

 こういった事業につきましては、民間の皆様とよくコラボレートして、民間との対話

を通じまして、公共施設の管理者等がつくった要求水準書を更に詳細に詰めていくとい

った作業が必要不可欠であるわけでございます。 

 こういった背景を踏まえまして、平成 17 年に議員立法で改正をいただいたわけでござ

いますが、その際のＰＦＩ法の改正附則の第３条で、民間事業者との対話の在り方、段

階的な事業者選定の在り方について、政府は検討せよというような規定が入ったところ

でございます。 

 当然、今、申し上げたような事情は欧州においても起こっているわけでございまして、

欧州においては 2004 年に競争的対話方式といったものを導入をいたしました。現在、欧

州、ＥＵに加盟をしているすべての国で導入がなされているところでございます。こう

いった事情を反映いたしまして、私どもも関係省庁さんといろいろと御相談をいたしま

した。 

 とりあえず今、病院事業であるとか刑務所事業といったものが動いておる現況がござ

いますので、まず現行の会計法、地方自治法の枠組みの中で最大限、私どもができるこ

とをやろうということで、会計法の解釈、地方自治法の解釈で可能な限り競争的対話で

実現されているような事項を実現をするということで連絡会議幹事会申合せというもの

をまとめたわけでございます。 

 基本的なポイントは幾つかございますけれども、特に一番大事なものは従来必ずしも

民間事業者と発注者との間でいろいろと意思疎通をする際に、果たしてそれが口頭でで

きるか。いわゆる応募者と発注者それぞれごとにできるか。対面でできるかということ
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については、なかなか一義的な解釈がございませんでした。ここにつきまして、明確に

必要に応じて応募者ごとの対面での口頭による対話も可能であるということを明確にお

示しをしたわけでございます。 

 例えば東京都さんとＡ建設会社、Ｂ建設会社というものが個別にこの要求水準書のこ

この中身はどうなっているのだろうかといったことについて、照会をするような場を持

っていただいて全く構わないということをお示しをしたわけでございます。 

 段階的審査でございますが、これは当然一般競争入札の大きな枠があるわけでござい

ます。しかしながら、当然この絞り込みについて、一定のルールの枠組みの中でやって

いただいて当然結構であると。それから、欧州の競争的対話方式と同じように最低３社

程度に絞り込むことが妥当であるということを明確にお示しをしたわけでございます。 

 このような考え方を私どもはお示しをするに当たって、既に東京都等で実際にやって

おるものを参考にしたところでございます。それが 15 ページでございまして、東京都に

おいては多摩の広域基幹病院及び小児総合医療センター整備等事業について、今、私が

御説明をしたようなことをほぼやっておりました。言わばここでグッドプラクティスと

いうものがあったわけでございます。 

 こういったものを参考にして、関係省庁連絡会議幹事会申合せをまとめたわけでござ

いますが、16 ページにＥＵの競争的対話方式と多摩の病院ＰＦＩ事業、端的に申します

と、今回の関係省庁連絡会議幹事会申合せの事業のプロセスの比較が出ております。 

 ごらんいただけるとおわかりのとおり、ほぼ同じような手続を取ることが可能となっ

ております。こういったことを踏まえまして、その後、東京都さんでは多摩の後に駒込、

松沢の病院事業につきましても、こういった関係省庁連絡会議幹事会申合せの趣旨を踏

まえて手続を取っていただいておりますし、そのほか筑波大学の附属病院、愛媛県立中

央病院といったところでもこのような方式を採用していただけるということを伺ってお

ります。 

 病院以外につきましては、防府の一般廃棄物処理場。これにつきましては、必ずしも

ＰＦＩにはどうもならないようでございますが、こういったものにつきましても関係省

庁連絡会議幹事会申合せの趣旨を踏まえた形で入札手続をやっていただけると伺ってお

ります。 

 こういった形で少しずつ関係省庁連絡会議幹事会申合せの趣旨が伝わっているわけで

ございますが、後ほど推進委員会の報告のところで申し上げるとおり、必ずしも現場に

こうったことが伝わっているかというと、まだまだのところがございます。私どもはい

ろいろな場を通じまして、普及啓蒙活動を進めてまいりたいと考えている次第でござい

ます。 

 17 ページでございます。このほか、昨年６月にバリューフォーマネーに関するガイド

ラインとプロセスに関するガイドラインの改定をしていただきました。その内容につい

て簡単に御報告をいたします。 
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 バリューフォーマネーの方でございますけれども、こちらについてはいろいろと御議

論をしていただきまして，まず本質的な課題について整理をすべきだという議論になり

ました。この本質的な課題の部分につきましては、ガイドライン自体を改定をしており

ます。この本質的な課題と申しますのは、ここに書いてございますとおり、ＶＦＭとい

うものは一体どういうふうに見るべきかといったことでございます。 

 特にこの３番でございますけれども、従来、特定事業選定の段階でＶＦＭは評価をす

ることが法的にも要請されていたわけでございますが、やはりこれはＶＦＭは段階的に

少しずつ詳細化をしていくべきだということで、いわゆる事業実施方針の前に導入可能

性調査を行っているわけでございますが、そこでもきちんとＶＦＭについて整理をすべ

きだということを今回明確に打ち出させていただきました。 

 ＶＦＭのガイドラインは非常によくまとめていただいているものでございますが、な

かなか細かいところまで書き込んでいるわけではございません。ガイドラインができた

平成 13 年からほぼ６年程度経った段階でございますので、実務の方でもいろいろなプラ

クティスの積み重ねが上がってまいりました。 

 そういったことを踏まえまして、例えば割引率の設定方法であるとかＰＳＣ、ＰＦＩ

事業のＬＣＣの算出方法といったことについて、解説という形で具体的に記述をしたと

ころでございます。 

 18 ページでございます。プロセスに関するガイドラインでございます。これは特に民

間の皆様方からいろいろとお話をいただくことでございますけれども、審査委員会によ

る審査の方法について、見直すべきという御意見がございました。具体的に申しますと、

審査委員会はいろいろな方が学識経験者として入っているわけでございますが、必ずし

もその専門的な事項について、ふさわしい専門家の方が審査をしているかというと、そ

うは限らない。したがって、そういった専門性の高い審査事項につきましては、専門家

により審査がなされるような審査プロセスを確保すべきだというのが第１点でございま

す。 

 第２点といたしましては、審査の効率性、実効性を確保するために、やはり十分な審

査時間を確保すべきだと。それから、なかなか短い時間の中で審査をいたしますので、

事業提案の要約版を作成するとか、いろいろな工夫をすべきだといったことを新たに書

き加えさせていただいております。 

 もう一点でございますけれども、平成 17 年のＰＦＩ法の改正によりまして、現行の会

計法では総合評価はやってもいいという規定になっているわけでございますが、ＰＦＩ

の枠組みでは事業者選定において、総合評価方式を原則としていただきました。プロセ

スのガイドラインではそこがまだ直っておりませんでしたので、事業者選定における総

合評価が原則ということで、明確に位置づけさせていただいたわけでございます。 

 以上が 18 ページまででございました。 

 次に 19 ページでございます。その他、内閣府等々の方でいろいろとやっている取組み
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について、御紹介をさせていただきます。 

 その第一が官民連携手法に関する関係省庁連絡協議会ということでございます。これ

は本日御出席のＤ委員の方からもかつて御指摘をいただいたわけでございますが、現在、

指定管理者制度であるとかＰＦＩ制度であるとか市場化テストであるとか、官民連携の

手法は幾つかあるわけでございますが、これがどちらかというとばらばらに動いておる

と。こういったものにつきまして、やはりノウハウを共有いたしまして、できる限りこ

れら制度のユーザーの皆様方にとって、使いやすい制度として整理をしていくことが必

要ではないか。こんな指摘をいろいろといただいておったところでございます。 

 私どもはそういったことを踏まえまして、昨年１月でございますけれども、総務省さ

ん、内閣府の公共サービス改革推進室さんの方とお話をいたしまして、ノウハウをシェ

アしていくということで、協議会を立ち上げるということで合意をいたしました。その

後、ここにございますとおり、５月、10 月、本年１月 11 日に関係省庁連絡協議会を開催

したところでございます。後ほど推進委員会の報告のところで御紹介をさせていただき

ますけれども、そちらの推進委員会の報告の中でもこういった連絡協議会を活用しよう

ということになっておりまして、１月 11 日の段階で具体的な実態調査をするということ

で、アンケート等の内容について、いろいろと御相談をしたところでございます。 

 次に 20 ページでございます。そのほか、私どもは情報発信機能の強化ということで、

いろいろな取組みをしております。平成 17 年度版でちょっと古いもので恐縮ですけれど

も、ＰＦＩのアニュアルレポートというものを一昨年の 12 月にまとめさせていただきま

した。これはＰＦＩの各年度ごとの状況とトピックについてまとめまして、ＰＦＩの事

業に携わっている皆様方に情報提供をしようというものでございます。ホームページで

もすべて公表しておりまして、近々次の版も公表する予定でございます。 

 21 ページでございます。情報発信機能の強化ということで、昨年は３月８日に「ＰＦ

Ｉの現状と課題についてのセミナー」ということで、セミナーを実施いたしました。先

ほど委員長の方からお話がございました、山内委員長代理、本日も御出席の野田委員に

も御参加をしていただきまして、パネルディスカッションを行ったところでございます。 

 経団連ホールは大体 450 名が定員でございますけれども、それを大きく上回る 506 名

の方にお越しをいただきました。今年も３月 28 日に開催をする予定でございます。是非

御支援、御協力をお願い賜ればと考えている次第でございます。 

 22 ページでございます。情報発信機能の強化のもう一つといたしまして、これは昨年

度の事業でございますが、公共サイドの皆様方に向けてということでございます。ＰＦ

Ｉ事業における助言・指導を行うセミナーを行いました。具体的な内容といたしまして

は、先ほど来申し上げているとおり、運営段階に入っておる事業が過半を超えておりま

すので、そういった運営段階のさまざまなノウハウ、モニタリング等々ということでご

ざいますが、こういったことにつきまして、いろいろと助言指導を行うセミナーをこう

いった各地で行ったということでございます。 
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 最後になりますが、ＰＦＩは御存じのとおり我が国だけで行っているものではござい

ませんで、英国等のＥＵ諸国、南アメリカ諸国、南アフリカ、アジアでいきますと韓国、

シンガポール、カナダ等でも盛んに行われているところでございます。 

 こういった各国の国際的な連携をはかるということで、さまざまな国際会議がなされ

ているところでございますが、私どもとしてもまず日本という国のＰＦＩ事業を対外的

にＰＲをするという趣旨も兼ねて、ネットワークづくりをしようということで、インタ

ーネットを使った情報交換のバーチャルな会議を昨年の３～５月にかけて実施をしたと

ころでございます。 

 24 ページを見ていただきますと、政府の推進部門の役割について、入札制度について、

ＶＦＭについて、資金調達についてという４つのテーマに分けまして、それぞれ参加者

の皆様、英国、フランス、オーストラリア、韓国、世界銀行、欧州投資銀行といったと

ころの皆様方に御参画をしていただいて、情報交換、意見交換をしていただきました。 

 そういった内容につきましては、実は世界銀行の方で 2006 年以降、  ＰＰＰ、ＰＦＩ

に関する国際会議を実施しているところでございます。第１回から私どもは招聘をいた

だきまして、参加をしているところでございますが、第２回は 2007 年の６月に実施をさ

れました。こういった場で我が国の取組み、その内容を御紹介をしたところでございま

す。 

 こういったことで、我が国も国際貢献をしていくとともに、国際的に動いているネッ

トワークと連携をして、我が国独自のネットワークの強化づくりをしてまいりたいと考

えている次第でございます。 

 以上が現況等についての御説明でございました。 

 次に推進委員会報告につきまして、簡単に御報告をしたいと存じます。こちらにつき

ましては資料３と資料４がございます。資料４が実現に向けての報告書そのものという

ことでございますが、お時間の関係もございますので、資料３に従いまして、簡潔に御

説明をしたいと思います。 

 まず推進委員会の報告をするに当たりまして、私どもはよくいろいろと現場の声を聞

くべきだということで、地方公共団体等の皆様方に対してアンケート調査を実施をいた

しました。広く一般の国民の声ということで、パブリックコメント等を実施したところ

でございます。経団連等からもヒアリングをさせていただきました。 

 その結果、わかったことでございますけれども、特に民間の皆様方からは実際の事業

の進捗を見ますと、ＰＦＩというのは本来は官民が対等のパートナーシップを構築をし

て連携をして推進をしていくべきものの官民が対等の立場にあるとは言いがたいという

非常に強い不満があるということがわかったわけでございます。 

 一方、公共施設等の管理者と公共サイドでございますけれども、景気が少しよくなっ

たということもあり、ＰＦＩは非常にその手間がかかって、使いやすい手法になってい

ないのでちょっと敬遠をしようかなといった動きがあるということもわかってまいりま
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した。 

 こういったことを踏まえまして、推進委員会では大きく３つの方向を打ち出していた

だいたところでございます。まず第１に対等なパートナーシップの実現のための速やか

な環境の整備ということでございます。公共サイドの方から出ている御要望に対すると

いうことでございますが、標準化、ノウハウの共有によりまして、より使いやすい制度

に改善をしていこうということでございます。 

 ３番目でございますけれども、先ほど来、関係省庁幹事会申合せであるとか、ガイド

ラインの改定の話をさせていただきました。特に民間の皆様方からは、こういった私ど

もがいろいろと汗をかいておるような成果がなかなか現場に浸透していないというよう

なお叱りをいただいたところでございます。 

 そういったことで、こういった成果を現場に速やかに浸透させるべく、私どもは今後、

強力に普及啓蒙活動をしていくということを考えておりますが、こういった３点につき

まして、大きな方向性を示していただきました。 

 この大きな方向性にしたがいまして、私どもは課題を整理をいたしまして、大きく 15

の課題を整理をして、それぞれについて対応の方向性を提示をしていただいたところで

ございます。この 15 の課題のうち、特に重点的に検討し、速やかに措置を講ずべき課題

というものを４つほど選定をしていただきまして、私どもはできればこういったものに

ついては、１年と言わず半年ぐらいでアウトプットをつくってまいりたいと考えており

ます。 

 以下、この重点的に検討をし、速やかに措置を講ずべき課題につきまして、少し御説

明をさせていただきたいと思います。 

 まず４つほどございまして、１つが個別具体のプロセスごとの課題ということでござ

います。 

 先ほどもちょっと御紹介いたしましたが、指定管理者、市場化テストといったような

他の官民連携手法とのノウハウの共有、必要な調整の実施ということでございます。 

 本年が取組期間の初年でございますけれども、地球温暖化防止への対応ということで

ございます。 

 最後が補助金、税制等の支援措置のイコールフッティングの必要性ということでござ

います。 

 まず１番から簡単に御説明をいたしますが、１ページおめくりください。事業のプロ

セスに従って幾つかの課題が整理されております。民間の皆様方からいろいろと出てお

る不満というのは、こういった事業のプロセスの中で、本来は官民が対等であるべきと

ころであるものの、そうならない形で事業が進んでいるということでございます。そう

いうことで、個々の事業のプロセスごとに具体的に解決をすべき、ないしは改善をすべ

き点を洗い出しまして、そこにつきまして、具体的に対応策を整理をしたということで

ございます。 
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 プロセスといたしましては、大きく分けまして、入札の前段階というものがございま

す。入札を行っている最中、入札が終わりまして、契約書をまとめる段階、運営の段階

ということでございます。この４つを大きく分けまして、それぞれにつきまして、簡潔

にどういう課題があるか、それについてどういう対応をすべきというふうに打ち出して

いただいたかにつきまして、御説明をさせていただきます。 

 まず入札の前の段階でございますが、この前の段階で発注者さんの方で公共の方で具

体的にどういう形で事業をやられるかということを明確に考えていただきまして、それ

を要求水準書という唯一これは発注者が入札参加者の皆様方に、私どもはこういうこと

をやりたいんだということをお示しをする性能発注の文書の中に明確に書き込んでいた

だくということが必要でございます。 

 そして、当然その際には、いわゆる予定価格とここの要求水準書の中身というものは

基本的に明確に連携しておると。端的に申しますと、予定価格以上の盛りだくさんの内

容を要求水準書に書くことはすべきではないということでございますが、実態としては

なかなかその発注者さんの方で物を考えずに、民間の方に丸投げをしておるというよう

な例があるようでございますし、要求水準書を見ても具体的にどんなことを考えている

のか、よくわからないというようなものもあるようでございます。 

 予定価格は一つあるわけでございますけれども、それと必ずしもリンクしない形で要

求水準書が書かれるということで、非常に盛りだくさんの要求水準書になっておりまし

て、そのよう要求水準書を具体的に実施をするとしますと、とてもこの価格ではできな

いというようなものがあるようでございます。 

 こういった御批判、御不満を踏まえまして、ここにあるような方向性を示していただ

きました。まず第一に先ほども申し上げましたが、実施方針の策定の前に導入可能性調

査というものをしていただいているところでございます。こういった枠組みの中で明確

な事業のコンセプトをつくっていただこうということでございます。こういった事業コ

ンセプト書の作成といったことを今後、ガイドライン等に盛り込んでいただくというこ

とでございます。 

 本来、要求水準書というものはできるだけ客観的に、可能な限り数値的に整理をした

もので、入札参加者の皆さんがそれを見て、具体的にどういうものが必要かがわかるも

のである必要があるわけでございます。ところがなかなかそこのところがそうはなって

いないということで、これは要求水準書を具体的にどうやってつくるべきかという作成

の指針をつくる必要があるということで、要求水準書の作成指針をつくるということを

お示しをいただいたところでございます。 

 ３番目でございます。予定価格と要求水準書の内容を明確にリンクさせるということ

でございます。端的に申しますと、まず要求水準書をつくりまして、この要求水準書に

従って予定価格を積算をすれば、こういった問題は出てこないわけでございますが、な

かなか実際にそれをやるということになるとお金もかかるということで、幾つか総合部
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会の中で御議論がなされました。 

 そのうちの１つに、上限拘束性のない参考価格として一定の価格を例えば示していっ

たらどうかといったような御意見もあったわけでございます。こういったことを現行の

法制度の枠組みの中で、可能なものから一つひとつ実施をしていこうということがここ

の内容でございます。 

 次に、入札段階、入札に入った後の段階でございます。ここにつきましては、なかな

か入札参加者の皆さんが発注者の方に、一体この要求水準書のここはどういう意味なの

かと聞いても、木で鼻をくくったような文書での回答しかいただけない、よくわからな

いというような御批判をいただきました。 

 これにつきましては、先ほど関係省庁連絡会議幹事会申合せを既につくっておるとい

うことを申し上げましたので、こういったものの趣旨を更に現場に徹底をしていくとい

うことが一つあろうかということでございます。 

 ただ、関係省庁連絡会議幹事会申合せはどちらかというと、会計法等の解釈の中でこ

こまでできますということを書き込んでいるものでございますので、具体的な手順とし

てはどういうふうにやったらいいのかということを今後示す必要があるという御指摘を

いただきました。こういった具体的な手順につきまして、ガイドラインに盛り込んでい

くという方向性を打ち出しております。 

 民間の皆様方の方からは、落選をした場合にその落選をした理由をきちんと説明をし

てほしいというお話がございました。これにつきましては、ガイドラインの方でそうい

ったことはやってくださいということをお示しをしているわけですが、具体的にどうい

うふうにやるかということについては明確にお示しをしておりません。したがいまして、

そういったことにつきまして、明確にこういったやり方でやりなさいよということを示

していく必要があるだろうということがもう一つでございます。 

 入札段階で要求水準書に従った御提案をいただくということになりますと、その限り

でのバリューフォーマネーが出るわけでございますが、それ以上のバリューフォーマネ

ーを出していただくということは非常に大事なわけでございます。 

 したがいまして、要求水準書に必ずしも即さなくても、より大きなバリューフォーマ

ネーが出るのであれば、そういった提案というのも今後は認めていくような何らかの枠

組みを考えていくべきではないかといったことにつきましても御提案をいただきまし

た。英国等ではヴァリアントビットというものがございまして、こういったものも参考

にして、我が国の制度の枠組みでできることをやっていこうということでございます。 

 次に、事業契約の締結の段階でございますが、こちらにつきましては、標準契約書モ

デルとその解説の作成ということを対応の方向としてお示しをいただきました。  

 英国では御案内のとおり 1997 年に労働党が政権を取って以降、ＰＦＩ事業は飛躍的に

増加をしたわけでございます。その要因としてはさまざまなものがあるわけでございま

すけれども、その大きな１つとして、具体的な提案等の作成の段階のコストというもの
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をできるだけ縮減をしていこうということで、契約書等の標準化、事業のプロセスの標

準化を強力に推し進めたわけでございます。それが事業の大幅な増加につながったと言

われておるわけでございますが、残念ながら、我が国では標準契約書はいまだ存在をし

ておりません。したがって、そういったものを今後作成をしていこうということでござ

います。 

 ただ、標準契約書のみを示すということでは若干足りなくて、標準契約書のそれぞれ

の条項の背景にある考え方を併せてお示しをして、公共施設等の管理者の皆様方が応用

動作をできるようなものをつくろうというような御指摘をいただきました。ここで「標

準契約書モデル及びその解説」と書いてあるのは、そういった趣旨でございます。 

 最後でございますけれども、運営段階でございます。御案内のとおり、ＰＦＩにつき

ましては要求水準書で具体的にこういったパフォーマンスを出してくださいよというこ

とをお示しをするわけでございますが、実際の運営段階でそのパフォーマンスが実際に

発揮されていないとＰＦＩ事業は絵にかいたもちになるわけでございます。したがいま

して、要求水準書どおりのパフォーマンスが発揮されているかどうかをチェックするモ

ニタリングということでございますが、これが非常に重要であるわけでございます。 

 しかしながら、こういったモニタリングということが残念ながら我が国ではまだ必ず

しも適切になされていないということで、こういったことにつきまして、具体的な方向

性、方策というものを示していきましょうということが１つ。 

 それから、ＰＦＩ事業につきましては、こういった運営段階の経費が固定化して 20～3

0 年間一定額でいってしまうというような誤解がございます。しかしながら、例えば英国、

我が国でもかなり一般化しておりますけれども、市場での実勢価額を踏まえまして、例

えば５年ごとに見直すという条項を契約に盛り込むということが一般でございます。た

だ、なかなかこういったプラクティスも浸透しておりませんので、こういったことを標

準契約書モデルとその解説に位置づけていこうといったような方向性をお示しをしてい

ただいたわけでございます。 

 もう一つ、最後になりますけれども、ＰＦＩにおきましては、リスクというものを基

本的にきちんと分担をする。そして、それのマネジメントをしっかりやるということが

非常に重要でございます。こちらについて、リスクのガイドラインというものがあるわ

けでございますが、それに欠けている点を更に付加していこうということで、ここにご

ざいますとおり、リスク分析及びリスクマネジメントについての考え方を具体的なシー

ンとして提示するといったことも御提案をいただきました。こういった内容につきまし

て、半年間をかけて具体的なアウトプットをつくらさせていただければと考えている次

第でございます。 

 １枚目に戻りまして、残り３つにつきまして、簡潔に御説明をいたします。他の官民

連携手法とのノウハウの共有等々でございますけれども、これは当然、制度的な枠組み

につきましては推進委員会等で御審議をいただく話でございますが、やはり実務的な課
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題が多々ございます。こういった実務的な課題につきましては、まず実態を把握いたし

まして、そこでどういった方向性を示すべきかということを先ほど申し上げましたよう

な関係省庁連絡協議会で御検討をしていただいて、打ち出していただくということでは

ないかと思われます。そういった方向性を今回の報告書では打ち出していただきました。 

 地球温暖化防止への対応ということでございますけれども、こちらにつきましては現

在でも要求水準書、審査基準の中でそういったことについて配慮するような規定はある

わけでございますが、そこにつきまして今回、要求水準書の策定指針というものをまと

めますので、明確にそういった方向を位置づけていこうというのが１つでございます。 

 もう一つ、ＰＦＩ事業の中には光熱費をＰＦＩ－ＬＣＣに算入しないようなものもご

ざいます。こういったものについてはそれなりの事情があるわけでございますが、ＰＦ

Ｉ、ＬＣＣをできるだけ縮減をしていく。ＣＯ2 を縮減をしていくという考え方でいきま

すと、原則として光熱費というものもＰＦＩ－ＬＣＣに参入すべきということになりま

すので、こういったことにつきましても基本的な考え方を示していこうということでご

ざいます。 

 補助金、税制等の支援措置のイコールフッティングということでございますが、これ

につきましては関係省庁等々の御努力によって着実に前に進んでいるわけでございま

す。しかしながら、必ずしも十分ではないということでございますので、更に促進をし

ていくということでございます。なお、国庫補助金のイコールフッティングにつきまし

ては、平成 17 年以降、実態の把握を行っておりませんので、まずこの実態の把握から私

どもも着手をしていきたいと考えている次第でございます。 

 以上、15 の課題のうち、特に重点的に検討をし、速やかに措置を講ずべき課題につき

まして、御説明をさせていただきました。 

 最後になりますが、政策評価の内容につきまして、簡単に御報告をしたいと存じます。

資料５をごらんください。政策評価につきましては、総務省さんの方で行政機関が行う

政策の評価に関する法律に基づき実施をしているものでございます。今回のＰＦＩ事業

に関する政策評価は、そのうちの平成 18 年度分ということでございまして、総務省さん

は平成 17 年 12 月～20 年１月にかけて政策評価を実施をされました。総務省さん独自に

18 年４月～７月にかけまして調査を実施し、その結果を踏まえてということでございま

す。 

 具体的な内容でございますけれども、２ポツでございますが、調査の結果によれば、

総務省さんが御調査をされた内容の中でも 2,726 億円、20.3％のバリューフォーマネー、

節減効果が出るということでございました。 

 したがいまして、ＰＦＩ事業を適切に推進をしていくということになると、ＰＦＩ事

業は相当な効果があるということをお示しをされたことと併せて、しかしながら、現在

の事業の実態を見ますと幾つか課題があるので、そういった課題について、早急に措置

を講ずる必要があるということで、勧告をされたわけでございます。具体的な勧告の内
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容としては 4 つほどでございます。 

 まず第１がバリューフォーマネー算出の客観性・透明性の確保ということでございま

す。これについては私どもガイドラインの方でも明確に示しているわけでございますが、

具体的な方法を更に示していくべきであろうということで、ガイドラインを充実してい

く。それから、グッドプラクティスの蓄積、支援方策の充実等ということをお示しをい

ただきました。 

 第２が、官民のリスク分担の明確化ということでございます。先ほど来申し上げまし

たとおり、ＰＦＩにおいて官と民との間で適切にリスクを分担していくことは１つの大

きな要であるわけでございますが、なかなか我が国ではリスク分担ということについて、

従来余りなされていなかったところがあるわけでございまして、そこのところが不分明

なものが事例としてあるということでございます。 

 したがいまして、こういったことについて、うまくやっているグッドプラクティスと

いうものを蓄積をして、そういったものを情報提供していくとともに、これは先ほど推

進委員会の報告にも示されているところでございますが、リスクマネジメントを行う際

に必要な事項について、ガイドラインに盛り込むといったようなことをすべきであると

いうような勧告をいただいたわけでございます。 

 ３番目が施設の設計・建設段階のモニタリングということでございます。モニタリン

グにつきましては、モニタリングのガイドラインというものがございますけれども、こ

れは運営段階について、いろいろとお示しをしているものでございまして、設計建設段

階については特に具体的な内容をお示しをしておりません。 

 しかしながら、設計建設段階でも適宜適切にその公共等が関与をしていく、ないしは

きちんとモニタリングをするということは安全性の確保、環境への配慮ということで極

めて重要だということで、今回推進委員会の報告の中でもこういった内容を盛り込んで

いただきました。それと同様の方向性ということでございます。 

 最後に民間事業の創意工夫の発揮や応募しやすい環境の整備ということでございます

が、この内容につきましては、先ほど御説明した内容とほぼ同じものでございます。し

たがいまして、今回の勧告の内容は推進委員会の報告と同じ方向を向いておりまして、

私どもの背中を押していただいたというものではないかと私どもは理解をしているとこ

ろでございます。こういった勧告を踏まえて、私どもは誠実に対応を行い、半年後の７

月 10日までに何とかできることをまとめて回答させていただければと考えている次第で

ございます。 

 長くなりましたが、御報告は以上でございます。 

○渡委員長 ありがとうございました。時間が限られておりますけれども、ただいまの

説明全般に関しまして、御質問はございませんでしょうか。よろしいでしょうか。 

 それでは、これまでの説明を踏まえまして、４つ目の議題に移りたいと思います。こ

れは今後の審議の進め方であります。説明にもございましたけれども、平成 19 年 11 月
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にとりまとめられました「ＰＦＩ推進委員会報告－真の意味の官民パートナーシップ（官

民連携）実現に向けて－」に沿って、速やかに対応すべき課題につきまして、冒頭の木

村副大臣からもお話がございましたとおり、総務省の政策評価結果を踏まえ検討措置を

行う必要がございます。 

 本会合後、速やかに委員会の下に部会を設けて検討を開始し、今後半年程度を目途に

部会から本委員会に検討結果を報告いただき、委員会がとりまとめるというスケジュー

ルにしていきたいと考えております。 

 事務局の説明も踏まえ、今後の審議の進め方等につきまして、各委員から御意見がご

ざいましたら、順に是非御発言いただきたいと存じます。まず、Ｂ委員からお願いしま

す。 

○Ｂ委員 あらかじめ十分考えてきたわけではありませんけれども、総務省の政策評価

のところにも具体的なことについてのガイドラインなどを求められているようでござい

ます。 

 既に前の推進委員会でもやってきた作業ではあるんですが、今、何が求められている

かということをやはりきちんと踏まえて、それの具体的な作業を進めていくのが私ども

の今期求められている仕事なのではないかと思っております。一言で申し訳ありません。 

○渡委員長 ありがとうございます。 

 それでは、Ｃ委員、よろしくお願いします。 

○Ｃ委員 初めての会合だということもございますので、今のテーマの前に従来の歩み

の考えを申し上げたいと思います。 

 ＰＦＩの取組みと言いますのは、私の記憶では橋本内閣の最後の総合経済対策会議で

触れられて、平成 10 年の経済企画庁で研究会がスタートしまして、これで公式な取組が

始まりました。 

 その後、法律が制定されて、当委員会も成立して、さまざまな検討が加えられたわけ

でございますが、主に推進委員会そのものでも４期終わって５期目に入るわけでござい

まして、平成 10 年の経済企画庁の研究会から見ますと、もう 10 年目になるわけでござ

います。随分と長い期間が経ったわけでございますけれども、今この時点に立ってみま

して、まだまだ検討を進めていかなければいけないことは多いんだろうと思います。 

 そうではありますけれども、一方でＰＦＩの委員と言いますのは、勿論第一にはＰＦ

Ｉの事業の推進でございますけれども、私は個人的には単にＰＦＩの推進ということだ

けではなくて、従来の行政の進め方にフィードバックされる意味合いは非常に大きいん

だろうと思ってきたわけでございます。 

 そういうふうに見てみますと、従来過去にさまざまな自治体さんのいろんな御意見を

承ったわけでございますが、その中でもＰＦＩのさまざまな進め方、プロセスの中のス

テップでいろいろとございますけれども、業務要求水準書というような新しいコンセプ

トのものが出てきたわけでございますが、従来の自治体の公務員の方々の取組みは必ず
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しも事業の内容について、つまびらかにして、公にしてから取り組んで入札にかけると

いうところが非常に弱かったのではないかという意味合いの御発言もなされておられる

わけです。そういう意味では自治体の取組みも考え方が変わってきている部分もあって、

それはとりもなおさずＰＦＩの効果の一つであろうと私などは考えているわけです。 

 一方、国の中でも会計法予決令という非常に厳格な入札方法の規程があるわけでござ

います。当時は例えば段階的に入札を進めていくということ、勿論、今の法律上も制限

があるわけでございますが、全くできないというような意見が強かったんだろうと思い

ますが、先ほどの御説明の中にそうでもないと。その法律の中で対応できる部分もある。

そういう意味では従来の法律の見方あるいは手順の進め方についても変化が見られてき

ているのではないかと考えるわけでございます。 

 そういうふうに進めてきておりますけれども、なかなか急には進まないということで

はございますが、これは考えてみますと、もともと日本の行政の仕組みの中になかった

部分がＰＦＩにはかなりあるというのが、大部分はそういうところがあるわけです。そ

こを折り合いを付けながらやるのは、それなりに時間がかかって、やむを得なかったと

ころもあるんだろうと思います。 

 しかし、それに甘んずることなく、さまざまに要求でございますとか不満であるとか、

あるいは問題の指摘があるわけですから、そこのところをできるだけ早いスケジュール

で詰めていくということも必要なことなんだろうと思います。 

 そういう中で昨今、新聞報道等でＰＦＩに対する問題の指摘あるいは批判と言われる

ようなことがあるんだろうと思います。つい最近も大きな記事が出ておりましたけれど

も、考えてみますとＰＦＩと言いますのは、大きく公共事業の中の進め方の一つでござ

います。ＰＦＩの基本方針の前文にありますように、公共性原則ということがございま

すけれども、まさに公共の事業の進め方の中の一つの手段であるということははっきり

しているわけでございます。 

 そういうふうに考えてみますと、ＰＦＩに対する問題点の指摘あるいは勧告なり中に

は非難なりがあるかもしれませんけれども、それは必ずしもＰＦＩだけに対するもので

は決してないんです。従来の行政の進め方に対する指摘であるという側面も必ずあるわ

けでございます。 

 そういうことも含めて、今後ＰＦＩの改善に向けてのさまざまな議論、検討というこ

と当たりましては、単にＰＦＩが悪いんだとかいう視点ではなくて、行政全体を改善し

ていくために何が必要であるかという大きく視点を広げた上で、その中でＰＦＩとして、

どういうステップを踏むべきであるか。どういう改善をすべきであるか。そういうふう

に考えるべきではないか。 

 事務局に当たりましては、さまざまな問題につきまして、各省庁でいろいろな打ち合

わせがあろうかと思いますけれども、そういう場合にむしろ前向きに行政全体を改善す

るんだという方向性でＰＦＩへの取組みの個々の具体的な改善なりを検討していただき
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たいと考える次第でございます。 

 以上でございます。 

○渡委員長 ありがとうございました。 

 続きまして、Ｄ委員、よろしくお願いします。 

○Ｄ委員 先ほどの説明も聞きながら、２つのことを感じたんですけれども、まず一つ

はやはり今後ＰＦＩのあるべき方向性というか、進むべき方向性ということで申し上げ

ると、やはり真の意味での官民のパートナーシップというものがどういうことなのかと

いうのを是非部会でも、官の方も民の方もいらっしゃいますので、議論を尽くしていた

だきたいと思います。 

 先ほど、資料の中で資料３の一番上に民間事業者の立場からすると官民が対等な立場

にあるとは言いがたいという非常に強い不満があると。一方、公共側からするとＰＦＩ

は手間がかかって、使い勝手が悪いという不満が多くある。 

 その間に入って、内閣府さんがさまざまな知識を集積し、発信をされ、官民をつなぐ

役回りをしてこられたと思うんですけれども、結局民間事業者と公共施設のＰＦＩを導

入する管理者が直接つながり理解し合わないと、不満は解消されないと思います。本来

ここの左の箱と右の箱の間に対話が行われ、そこでパートナーシップが形成されていく

べきなのに、どうも対話ができていなくて、民間の意図が行政の担当者には伝わってい

ない。 

 内閣府さんのガイドラインや方針に従って、あるいはコンサンタントの意見を聞きな

がら事業を進めている訳ですけれども、もっと公共の担当者は直接民間の声を聞かなく

てはいけないと思いますし、民間事業者は公共は何を考えているのかを理解しなくては

いけないだろうと思いますので、是非ガイドラインとかいろいろなルールをつくるとい

うこと以前に、官と民が心を開いて対話をして、相手が何を望んでいるのか、どういう

ふうにすれば改善するのかということを議論していただきたいです。 

 あとは競争的対話をこれからどういうふうに進めていくのが適切か、会計法の範囲の

中でという話があまりしたけれども、その範囲の中でどこまで意味のある対話ができる

のか、検討すべきではないかと思います。 

 特に欧州の対話方式と日本の対話方式で似ている部分はありますが、異なる点として

は、入札公告書を出した後の対話が難しいということでしょう。確認という意味での対

話はできるにしても、より本質的な意味で事業の在り方、スペックの在り方、リスク分

担といったものが適切だったのかどうかという点について、柔軟に変えていくというこ

とが難しいという懸念もあります。 

 対話をした結果が、民間の創意工夫の誘発やＶＦＭ向上に資する仕組みにしていくこ

とが重要であり、どうやって今の会計法の中で実現できるのか、についても具体的に官

民のメンバーの方で議論をしていくべきかなと思いました。 

 もう一点は、先ほどＣ委員も触れられたんですけれども、今、ＰＦＩの失敗と言われ
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ている事例が幾つか出てきている中で、行政の担当者からすると、ＰＦＩは余りよろし

くない手法なのかなという漠然とした不信感を持ちはじめています。具体的な仕組みや

失敗の原因はよくわからないながらも、そういった報道に一喜一憂するということが出

てきているわけです。 

 一番重要なのは、事業そのものの採算性とＰＦＩの手法として妥当性は全く違うもの

であって、事業をそもそも実施すべきかどうか、あるいはその事業の規模が適切かどう

か、いわゆるＢ／ＣとＰＦＩの是非は異なるものです。 

 それから、その自治体や国といった管理者がサービス購入料を 20～30 年という長期に

わたって払うことができるかどうか。イギリスではアフォーダビリティーと言われてい

ますけれども、それだけの財政的な余裕があるのかどうかということをきちんと考えて、

その事業をその規模でやりますということを決めるのはＰＦＩ以前の話です。 

 その一つがＰＦＩというものであるわけで、ＰＦＩの失敗と事業の失敗は異なるもの

であって、そこが明確にその峻別されずにＰＦＩのメリット、デメリットみたいなもの

が議論されていくということは、やはり内閣府さんとして、自治体なり国の管理者に対

してきちんと伝えていただきたいと思っています。 

 その辺は幾つかＰＦＩの失敗とされているような事業が、ＰＦＩが失敗であったとい

うことは当初予定していなかったＶＦＭが出ないということだと思いますので、本当に

そういう結果だったのか。いろいろな委員会を通じて検証作業はされていると思います

けれども、それをよりわかりやすく将来の管理者が理解をし、どういうふうにすればＰ

ＦＩがより効果を生むように使えるのかということがわかるような指針なり考え方をこ

れから提示していただけると非常にありがたいのではないかと思いました。 

 以上でございます。 

○渡委員長 ありがとうございました。 

 それでは、Ａ委員、よろしくお願いします。 

○Ａ委員 昨年 11 月の報告書をとりまとめるに際して、推進室の御尽力により、資料３

で、PFI を推進していく上での問題が随分整理されました。先程、Ｃ委員、Ｄ委員がおっ

しゃったように、もう少しステップバックして過去のことを振り返ってみますと、ＰＦ

Ｉが簡単かどうかという点は、日本が小さな政府かどうかという観点から見るべきなの

ですが、アウトソーシング等々を考えてみると、日本というのは結構外部委託はやって

おり、この点では小さな政府であり、PFI を導入する上での経験はあるはずなのです。 

 ただ、一つのＰＦＩと個別委託、あるいは請負、これらの集合体として現在行なわれ

ている公共事業の手法と PFI 手法との大きな違いというのは、事業のマネジメント、経

営と言ったらいいのですか、マネジメントと言ったらいいのですか、それをだれが担っ

ているのかというところにあります。 

 私は、病院ＰＦＩを随分手掛けておりますが、例えば病院事業では、まず施設を設計

し、病院の建物を建て、運営業務を行うことになります。従来の手法では、これらの業
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務を基本的にすべて個別で請負に出したり委託に出したりしておるわけですけれども、

そうすると業務の重複があったり、あるいはすき間が生じたりします。こうした不具合

の調整も従来は官が担っておったのですが、ＰＦＩではそれを民が担うということにな

ります。そうしたことからＰＦＩについては、今まで考えてこなかったようないろんな

考え方が出てくるわけです。 

 その一例が性能発注。性能発注で公共事業を行なうとすると、先ほど御説明がござい

ましたように要求水準が出てくる。従来の公共工事では、施設整備も業務委託も要求水

準をベースとした性能発注で考えたことがないわけです。官も民も、こういう成果を上

げることが必要で、そのための設計も業務仕様も、民間事業者の方で適切なものを準備

しろということをした経験がないわけですから、どうしたらいいのかよくわからない。 

 今までは分離発注という形で設計と施工を分けていたけれども、一括で出してみると

存外悪くはない。ゼネコンさんが持っておられる施工のノウハウ、あるいは運営業者が

持っておる運用ノウハウをそのまま反映したような設計図書が提案されてくる。これは

悪い話ではない。 

 私は大体、発注者サイドの法律顧問を勤めておりますが、性能発注は今までの慣行と

は全く違うわけで、こうしたことの分る人が明らかに不足しているのです。今までは、

各業務について、セクションごとに、それぞれのステップごとにその担当を変えていき

ましたが、ＰＦＩでは準備の最初の段階で、関係する全部のセクションの担当者を集め

てチームを作る必要がある。こうしたことが、先程おっしゃっておられた、ＰＦＩのや

り方に慣れていないという問題にもつながっていると思います。 

 また、PFI では、設計、施工、運営を全部まとめて民間事業者に委ねますので、公共が

今までの請負や委託の個別発注で考えていたこととは違う業務の組み方が当然必要とな

ります。委員長のように企業人としてずっとやってこられた方ですと、業務の再編とい

うのですか、従来と仕事のやり方を変える、ということで効率性を上げることも、より

いいサービスを提供させるということもできるとお考えになると思います。 

 従来のやり方では単年度契約が基本になっておりますが、単年度契約ですと来年度も

契約を継続して貰えるかどうかが分らないので、提供するサービスの質を向上させるイ

ンセンティブが働かないところを、ＰＦＩで長期の契約をすることによって、理屈の上

では、そのサービス向上に向けてのインセンティブを働かせることが出来るようになる

わけですが、いかんせん、こうしたものはすべての経験が随分不足をしております。  

 そういうことを踏まえて、この資料３の部分で、主として２つの部分でまとめてくだ

さっております。資料３で性能発注に関わる部分は随分問題点が整理されましたが、Ｄ

委員から厳しく批判を受けております、残念ながら昨今の近江八幡市立総合医療センタ

ーの例があります。私の出身地で思い入れもあるのですが、非常に残念な話なんですけ

れども、必ずしもうまくいっていないような内容の新聞記事が出ております。 

 ただ、問題があると指摘されているのは運営の部分で、設計・施工の部分では良いも
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のが出来ております。贅沢すぎるといわれるほどの建物が随分安く出来ている。恐らく 1

0％ぐらいのＶＦＭが出ていると記憶しております。他方で、運営の部分が期待したほど

うまくいっていないということには、恐らく３つぐらいの問題があります。１つ目はそ

の事業として過大であったかどうかという問題。財政負担として耐えられるかどうかと

いう問題があって、これはＰＦＩの問題ではありません。 

 ２つ目は、やはり医療制度の見直しの中で病院収支が悪化するところ、病院経営をど

のようにするのかという問題があって、これはこれでまたＰＦＩとは別の問題。ところ

が、第三の問題として、長期契約を締結している包括委託の部分について、こうした事

業環境の変化に対応できるように、上手く機能するのかどうかということがあります。

理念的には機能するはずなのですが、実務上は、こうしたことを遣った経験がないもの

ですから、必ずしもうまくいっていないということがあります。 

 そういうことを踏まえて、資料３の２枚目のところで、その運営段階で生ずるいろい

ろな問題について、今回、事務局でとりまとめてくださっておりますが、こうした問題

は随分あろうと思います。 

 総じて言うならば、11 月の報告書をベースにして、非常によくできた問題点の整理と

してくださっており、今まで出された刊行物の中でこれほどよく現況を分析されたもの

はないと思います。特に現場でご苦労されている方々から、こうした問題について何ら

かの指針を出して貰いたいという希望は強いと思います。地方自治体等の発注者から、

使いにくいと指摘されているところについても、使いやすくすることによってＰＦＩが

うまくいくだろうという気がしております。半年間という非常に短い期間ではあります

が、総合部会でも随分議論をいたしました。そうした要望にあったものを、是非ともと

りまとめていきたいと思います。 

 最後に私は実感として、やはり官民の対等なパートナーシップは難しいと思います。

特に今まで経験の乏しい性能発注に関して申しますと、要求水準には予定価格では実現

が難しいほどの、てんこ盛り、山盛りの中身が勿論詰まっております。資料３の２ペー

ジのところにも書いてくださっておりますが、紛争処理の手続きの必要性というものが

あります。この報告書の中では中立な裁定機関という形になっておりますが、Ｄ委員が

よく御存じのイギリスにおいては、エンジニアにしてもアーキティクトにしても、官に

属しているわけではなく、第三者の立場としておいでになる。そうした専門家が民間人

なのですが、プロジェクトごとに官に付いたり民に付いたりする。そういう層が非常に

厚ければ、裁定機関は非常に有効に機能するのですが、日本の場合になかなかそういう

立場での専門家がおいでにならなかった。 

 しかし、第三者としての専門家がおいでにならないからと言って、裁定機関のような

ものはできないというわけにはいきませんので、官民のパートナーシップ形成のために

ファシリテートしてくれる仕組みを導入することが必要だろうと思います。こういう問

題は資料３の１ページ目に書いておいてくださいますが、現場に対して、推進委員会で
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あり推進室の思いがなかなか通じていないということがありますので、その思いが通ず

るようにこれから半年間、何か具体的な形でわかりやすい指針なり何なりをとりまとめ

ることができればと思います。 

 以上でございます。 

○渡委員長 ありがとうございます。 

 それでは、最後にＥ委員、よろしくお願いします。 

○Ｅ委員 ２つお話ししたいと思います。 

 １つは、まず全般的には事業分野の話です。土木学会の中にインフラＰＦＩ研究小委

員会という研究組織があり、私が委員長をしております。その中ではいわゆるインフラ

を視野に入れながら、学術的だけではなくて、実務的な課題についても検討してきてお

ります。 

 今日の御報告にもありますけれども、既に 300 ほどのＰＦＩ事業がございますが、そ

の中でなかなかインフラというのはほとんどないというのが我が国の現状ではございま

す。英国を始めとします諸外国では、さまざまなインフラに民間資金を入れて、いろん

な活動をしております。我が国のＰＦＩの中でも財政支出削減効果が 23％だとかいう先

ほどの報告もございました。事業規模を考えますとインフラの方が絶対な額は大きいわ

けですので、同じ 10％、20％から出てくる削減額は、現在の事業規模のものと比べて、

かなり大きくなってくるのは間違いございません。 

 自治体財政は特に苦しい状況ではございますので、その中で適切にインフラ分野にも

何らかの適切な形でＰＦＩをより積極的に考えていくというのが一般的に必要ではない

かと思っております。 

 今回の 11 月の報告書の中にも、公共インフラに対してという形の記述もございますの

で、それも何らかの折を見て検討していければ非常に重要ではないかと考えております。 

 あと、先ほど御説明のありました個別の課題の中でございますけれども、私は特にこ

の中でもやはりリスクの分析とマネジメントということをこの前の検討会の中でも少し

触れましたが、改めて強調したいと考えております。 

 先ほどの絵で御説明いただきました中でも、リスクの分析とリスクのマネジメントと

いうのは各項目のトップに来ているといいますか、一番上の方に書かれております。こ

れを踏まえながら先ほど御説明のありました４つの課題について見ていくこととなりま

す。 

 その中でもう一つは、総務省からの勧告の２番のリスクに関係することがあると思い

ます。あるいは先ほど副大臣のおっしゃいました運営段階で課題が出てきているという

ことは、リスクが出現してきたという話でございますし、先ほどＤ委員もおっしゃって

います失敗だとかいうのもＰＦＩとしてみてのリスクの問題であるかもわかりません。

もともとは先ほどＤさんが御指摘の事業としての事業評価段階での問題もあるかとは思

いますけれども、その中で何がリスクなのかということをもう一度明らかに認識すると
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いうことがまず重要ではないかと思っております。 

 そういうことを明確に認識して、それに対してある程度のいろんな形での分析ができ

れば、後で必要になってきます財政支出の削減がどれぐらいになるのかということも見

えてきます。 

 もう一つは、今日の話題ではなかなか難しいかと思いますけれども、財政支出額は 23

％削減という形になっておりますけれども、実はこれは最終的に終わらなかったら幾ら

ぐらいになるのかはわからないはずです。それこそ事業予算というのはありますが、い

ろんな事態が発生したら、言い換えるとリスクが発生した場合は、従来型事業方式の場

合それが 1.5 倍だとか２倍になるということもあり得るということですが、ＰＦＩにする

ことによってそういう著しく過大な支出にならないというところもＰＦＩにするところ

の一つの大きなメリットと思います。 

 そういう意味での財政支出額の変動する幅を制限できるという意味でも、ＰＦＩを考

えていく必要もあると思います。そのような考え方も今後のこの委員会の中の検討でも

加えていっていただければと考えております。 

 半年という制約で、まずは短期的なターゲットの中でそれがどこまでできるのかとい

うことの目標設定をする必要があると思いますけれども、もう一つは、もう少し中期的

な話でもそういうことに対してどういうふうに取り組んでいくのかということも機会が

あれば設定し、まずは半年、その先どう考えていくのかという形で検討していければい

いのではないかと考えております。 

 以上でございます。 

○渡委員長 ありがとうございました。貴重な御意見を多数いただきました。これに対

しまして、事務局から何か御意見はございますでしょうか。 

○事務局 誠に私どもとしても、正鵠を得た御指摘ではないかなと思っておりまして、

特に今回の推進委員会の報告を超えた御指摘もいろいろといただいたと理解をしており

ます。 

 是非、総合部会の中でそういったことにつきまして、それぞれの委員の皆様方の御経

験も踏まえて、御支援をしていただければ大変ありがたいと思っております。よろしく

御指導のほど、お願いしたいと思います。 

○渡委員長 我々民間は、ＰＦＩに取り組む際にいろいろな問題に直面しております。

議長ではありますが、民間の立場から発言することにより、議論に参加させていただき

たいと思いますので、よろしくお願いします。 

 冒頭、Ｂ委員の方から、この委員会に何が求められているかを明確にすべきとありま

したが、全くそのとおりでありまして、今後検討を進めるべきと考えております。 

 Ｃ委員のご指摘で、いろいろ批判はあるが、これはＰＦＩへの批判ではなく行政への

批判であるとの指摘は至極もっともと思います。私は冒頭ごあいさつを申し上げたとお

り、わが国は、経済の大幅な拡大とピラミッド型の人口などを前提とした行政システム
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であり、それが一部破綻を来たしている現状下、ＰＦＩまでもがあたかも悪いもののよ

うに言われているけれども、そうではないですよということは大変的を射た発言だろう

と思います。かつスピードを持ってやれということも非常にそのとおりだと思います。 

 Ｄ委員がご指摘の官民パートナーシップの在り方に関しましては、確かに独禁法との

関連で、自治体と民間業者がなかなか話し合うことができないという現実があります。

こうした課題を一つ一つ解決していくことで、ＰＦＩが抱える問題点は克服できるであ

ろうと思われます。 

 Ａ委員がご指摘された、ＰＦＩ制度をより使いやすい制度にしていくべきというのは、

全くその通りだと思います。 

 最後のＥ委員の御意見ですが、リスク分析とリスクマネジメントは企業にとっての原

点でありますから、対策をしっかり講ずべきと私も思います。それから、半年に限定せ

ず、工程表を考えるべきという御指摘は、私も共感いたします。 

 いずれにしましても、大変示唆に富んだ御意見を皆様からたくさんいただきましてあ

りがとうございました。委員会として、今後半年間で成果を上げるよう進めていきたい

と思っておりますので、どうぞ御協力をよろしくお願いいたします。 

 ほかに何か御意見はございませんでしょうか。 

 それでは、ただいま皆様方からいただきましたような御意見を踏まえながら、先ほど

御説明いたしました段取りで検討を進めてまいりたいと思います。非常に限られた日数

で恐縮ではございますが、是非御協力をいただきまして、十分に検討していただきたい

と思います。何とぞよろしくお願い申し上げます。 

 最後に事務局から何かございますでしょうか。 

○事務局 どうもありがとうございました。今後の日程でございますけれども、速やか

に総合部会を開催したいと存じますので、事務的に日程を調整させていただきます。よ

ろしくお願いいたします。 

 また、最後にお願いでございますけれども、委員の皆様のお手元に御用意させていた

だいておりますパンフレット、ガイドラインなどの資料につきましては、毎回皆様のお

手元用の資料として御用意させていただいておりますので、席上に置かれたまま御退席

をお願いいたします。資料が必要な方につきましては、別途郵送させていただきますの

で、事務局に伺っていただければと存じます。 

 以上でございます。 

○渡委員長 それでは、本日は以上で閉会とさせていただきます。どうもありがとうご

ざいました。 

 

 


